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　10月30日、連合福岡は朝倉市総合市民センターにおいて第21回定期中間大
会を開催しました。今回、開催地を朝倉とした理由は、昨年７月の九州北部豪
雨で被災した朝倉市と東峰村に思いをはせながら、被災地の支援に少しでも寄
与することができればとの思いから、朝倉市での開催としたものです。
　開会にあたり西村会長は、⑴明年の春季生活闘争を念頭に、「賃金は毎年上
がっていくもの」といった土壌形成が重要であること。⑵長時間労働による過
労死、過労自死、精神疾患からすべての働
く者を守っていく取り組みを進めること。
⑶安倍一強政治に歯止めをかけるため、明
年の第25回参議院議員選挙に全力を投入
する必要があること。その一環として、厳
しい状況にある候補者一本化に引き続き努
力し、連合福岡の和にひびを入れないこと。
⑷「17万人連合福岡」の達成を最重要課
題とし、合わせて連合本部での議論とリン
クした、地協を含む専従役員の配置や会費
と組織の加入の在り方等の課題について、
連合福岡の組織強化を念頭に論議を進めて
いくこと、の４点を軸に挨拶を行いました。
　「後半年度の取り組み」に関する議案で

は、自治労谷口代議員より、「正規労働者で組織する組合が、非正規で働く自
分達に声をかけてくれたことが嬉しい」との声があったことを紹介し、非正規
労働者組織化の重要性を強調。加えて、参議院議員選挙勝利に向け、「政党の
都合で労働者の声を分断させる分けにはいかない」と、候補者の一本化を求め
る補強意見を示し、満場一致で提案が承認されました。
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　秋冬到来。秋の深まりを感じ
させる冷たい空気が身体に心地
よい季節。時の経過は実に早い
もので連合福岡専従役員就任か

ら一年。紙面を通じて恐縮ではあるが、この１年間のご
協力に心よりお礼を申し上げたい。
　先月30日は定期中間大会を開催し緊張感漂う中で活
動方針・予算案などが承認され、2019年度の活動がス
タートした。

　その活動は前年度に増して重要度が高まっており、連
合運動強化に向けた検討対応・北九州市長選挙・2019
春闘・統一地方選挙と参議院議員選挙・17万人組織拡
大・政策制度要求と実現・連合福岡結成30周年記念事
業等々と目白押しである。
　これまでどおり「力と政策」を合い言葉に構成組織と
連合が一体となり「働くことを軸とする安心社会」の実
現に向け「頼りにされる連合」となるべく引き続き運動
を展開していこうと考えている。チェスト!!

連合福岡 西村芳樹会長の挨拶

被災地朝倉市 林市長の挨拶

今大会の議長団
（基幹労連：野中代議員　JR連合：吉田代議員）

谷口代議員（自治労）の発言
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　連合は明年末に結成30年を迎えます。この間、日本経済は大きく変貌し、労働契約の形態も複

雑化しました。1,465万人（８月時点）ととなった有期労働者の存在は、日本の将来に大きく影を

落としています。自己主張に拘泥し他意見を受け入れない風潮も世界的に強まっています。

　この様な中、連合は「連合運動強化特別委員会」を設置し、将来の連合運動の強化に向けた運

動・組織・財政のあり方などの重要課題などの評価・検証を行っています。検討議論では、運動を

推進するために限られた運動資源の有効活用かつ最適配分を念頭におき、選択と集中により連合の

一体性を高め運動の発展に繋げることが論じられています。連合福岡の組織事情（組織人員・会費

等）や九州ブロックを含む今後の組織のあり方などについては、本年11月に予定されている中間

報告やその後の論議経過を踏まえながら柔軟に対応していくことになります。

　連合福岡の結成30周年に向けた取り組みは、結成当時からの歴史を振り返りながら将来に向け

た連合福岡運動の方向性を検討するため、「結成30周年記念事業プロジェクトチーム」を設置しま

した。記念事業や記念レセプションなどの計画・立案・実施について、いよいよ本格的な準備へと

動き出します。

　これまで「顔合わせ、心合わせ、力合わせ」から始まった連合運動は、その後、「力と政策」を

スローガンに「すべての働く人たちのために、社会の不条理に立ち向かう組織」として発展し、構

成組織と連合福岡が一体となり「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けて、地域に根ざした

顔の見える運動を進めてきましたが、大きく社会を動かすまでには到っていません。

　このような状況の中、私たちは、不公正や不条理な格差、差別、貧困などに毅然と立ち向かい、

真面目に働くものが報われる社会を築いていくため、働く者の声を代表する組織として、社会的役

割と責任を強く再認識し取り組みを進めなければなりません。

　加えて、甚大な災害からの復旧・復興、国連・持続可能な開発目標（ＳＤＧs）の推進などによ

る雇用の安定と公正労働の確保、安心できる社会保障制度の確立などに関連する政策の実現・実行

にも尽力すべき責務があります。そのため、来年施行予定である第19回統一地方選挙、第25回参

議院議員選挙や政令市長選挙をはじめとする各級選挙において、政治勢力の維持・確保をめざし、

支援する候補者全員の当選に向けて全力で取り組んでいかなければなりません。

　去る10月30日に開催した第21回定期中間大会は、このような認識の基に、これから一年間の

運動への決意を固め合った大会となりました。連合福岡は、いまこそ働く人達が抱える課題に正面

から向かい合い、「働くことを軸とする安心社会」の実現をめざし、更なる『次の飛躍へ、確かな

一歩を』すすめていきます。

次 の 飛 躍 へ 、 確 か な 一 歩 を
＝＝＝第21回定期中間大会をステップに＝＝＝
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立候補予定者を代表し吉村県議が挨拶

　連合福岡は2019年4月施行予定の第19回統一地方選挙を「働く者・生活者の立場に立った地域
の政治勢力拡大を図るための重要な闘い」と位置付けて、10月30日に決起集会を開催しました。
　決起集会には、連合福岡が推薦および推薦予定の立候補予定者30人全員がピーポート甘木に結
集しました。はじめに西村会長が「30人全員当選させるため、連合福岡組合員の総力をかけて第
19回統一地方選挙を闘おう」と力強く述べられ、続いて、吉村県議より「30人全員が当選すれば
県政に大きな影響力を持つ会派になる。みなさんのご協力をお願いしたい。」とご挨拶をいただき
ました。その後、立候補予定者一人ひとりが自己紹介を含めたアピールを行いました。
　最後に「すべての働く者・生活者のくらしの底上げ・底支え、格差是正、貧困の撲滅に資する政
策の実現のために、そして政治に直結している税や社会保障、雇用・労働問題等についての政策・
制度要求の実現のために連合福岡全組合員の総力を結集して、第19回統一地方選挙を闘い抜こ
う」とした集会アピールを読み上げ、矢田事務局長の力強い団結ガンバロウで集会を終了しました。

第19回統一地方選挙勝利！

必勝に向け全員でガンバロー三唱

＝＝＝連合福岡10.30決起集会で決意を固める＝＝＝＝＝＝連合福岡10.30決起集会で決意を固める＝＝＝

連合福岡 犬塚次長による集会アピール（案）の読み上げ
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米国の中距離核戦力（ＩＮＦ）全廃条約破棄の表明に米国の中距離核戦力（ＩＮＦ）全廃条約破棄の表明に
強く抗議する相原事務局長談話強く抗議する相原事務局長談話

「れんごうふくおか」は再生紙を使用しております。

SCHEDULESCHEDULE　　これからの主な日程これからの主な日程

2018年10月23日2018年10月23日

11月21日　第３回海外視察研修参加者「意見交換会」
　　26日　第12回政治センター委員会
　　 〃 　第13回四役会議
　　27日　労働審判員労使懇談会
　　28日　第15回執行委員会
　　29日　2018年度　第10回女性委員会役員・幹事会
　　30日　連合福岡官公部門連絡会第７回役員・幹事会
12月1-2日　中小・地場労組活性化学習会
　　２日　2019年度第１回地協代表者会議

※ 申し込み、問い合わせは、最寄りの地域協議会・
労福協（地域労福協）に電話で予約して下さい。
　　　10時～17時（土日祝日を除く）

エ リ ア 11 月 12 月 エ リ ア 11 月 12 月

福　　　岡
13日(火) 11日(火)

遠　賀　川 30日(金) 21日(金)
27日(火) 25日(火)

筑紫・朝倉 6日(火) 4日(火) 北　九　州 21日(水) 19日(水)
北　筑　後 20日(火) 18日(火) 京築・田川 7日(水) 5日(水)
南　筑　後 14日(水) 12日(水) ※開催済みの日程も掲載しております

１．米国のＩＮＦ全廃条約破棄表明に対して強く抗議する
　トランプ米大統領は10月20日、米国と旧ソ連が1987年に結んだ中距離核戦力（ＩＮＦ）全廃条約の
破棄を表明した。同条約が破棄されることは、連合が求めてきた核兵器の廃絶と世界の恒久平和の実現か
ら遠ざかるものであり、強く抗議する。
２．同条約の歴史的意義および現下の国際世論を踏まえた対処を

　ＩＮＦ全廃条約は、冷戦終結のきっかけとなった極めて重要な条約であり、米ロ2カ国だけでなく、核
搭載可能な中距離ミサイルを保有する多国間条約となりうる条約である。米国がＩＮＦ全廃条約破棄を表
明したことで、米国とロシアとの関係は冷戦時代に後戻りし核軍拡競争を招きかねない。これらを踏ま
え、トランプ政権には、同条約の歴史的意義および現下の国際世論を踏まえた対処を求めたい。
３．日本政府は米国のＩＮＦ全廃条約の継続を、毅然とした態度で対処すべき

　すべての核軍縮合意は遵守されるべきであり、トランプ大統領が北朝鮮に非核化を迫る一方での今回の
表明は、国際的にも重大かつ差し迫った脅威であり、断じて容認できない。日本政府は唯一の被爆国の責
務として、米国に対し条約の継続を毅然とした態度で対処するべきである。
４．連合は核兵器廃絶と恒久平和に向けてのキャンペーンを行っていく

　連合は、原水禁、ＫＡＫＫＩＮとともに、核兵器保有国に対する要請行動を毎年行うとともに、米国大
使館に対しても、7月に核兵器の削減・廃棄および核兵器の実験中止にむけた要請行動を行った。また連
合は、日本国内のみならず世界の労働組合と連携し、ＩＴＵＣ世界大会宣言文に核兵器廃絶に関する取り
組みを盛り込むよう働きかけを行ってきている。今後、ＩＴＵＣオンライン・サインアップ（署名）キャ
ンペーンへの参加を社会へ広く働きかけていくなど、2020年核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議に
向けて、志を同じくする団体とともにいっそう取り組みを強化していく。

以　上


